
(4)基礎率

① 基礎率の元となる統計の概要と算定方法等

基礎率の種類
/冗 こrJO統 辞  及 ひ

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
[ア 1ま 、内容嗜別、無計項目.繁計対象等)、 使用年度、出所、抽出方
法等、イ|ま 、内容、出所害1

ノ 藪 疋 力 法  及 ひ

ケ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

[概要吟ぇ方と方脚、加工・補正・補完等の方法]

工 推計における使用方法

[概要 (ど のようなデータにどう使い何を算出するか)]

月り回 この 尖異 魚

総脱退カ

麓桑警
者種別性・年齢別 被保険者数 呼 由 5～ 487

被保険者種別・性。年齢別 脱退者数 (平成16～ 18年
度)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 敲疋万活
被保険者種 Bll・ 性 '年齢別に3年度平均で捉えた年度中総
脱退者数を年度平均被保険者数で除したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

月‖牛反本の像株捩百颯からヨ年度甲の縛脱退
者数を推計

死亡脱退力

/ 7tこな0統討
被保険者種 Bll・ 性。年齢lll被保険者数 (平 成 15～ 18年
度末 )

被保険者種別・性・年齢別 死亡脱退者数 (平成 16～ 18
年度 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 設定万法
被保険者種別・性・年齢lllに 3年度平均で捉えた年度中死
亡脱退者数を年度平均被保険者数で除したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

前年度末の破保険者数から当年度中の死亡脱
退者数を推計

一般障害年
金発生力

ア 17cと なる種冨t
性・年齢別 被保険者数 (平成 15～ 18年度末 )

性・年齢別 新規裁定一般障害基礎年金受給権者数 (平
成16～ ¬8年度 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法                 ~~
性・年齢別に3年度平均で捉えた新規裁定一般障害基礎年
金受給権者数を年度平均被保険者数で除したものを平滑
化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

莉年度禾の破保険者数から当年度中の一般障
害基礎年金脱退者数を推計

20歳前障害
年金発生力

ア 冗となる統計
性・年齢別 新規裁定20歳前障害基礎年金受給権者数
(平成16～ 18年度 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
性・年齢別 ¬0月 日ヽ現在推計人口 (平 成 16～ ¬8年 )

ウ 設定方法                 ~~
性・年齢別に3年度平均で捉えた新規裁定20歳前障害基
礎年金受給権者数を10月 1日 現在推計人口で除したもの
を平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

C人 口から当年度中の20歳前障害基礎年金
悦退者数を推計
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基礎率の種難
/7Eと な 0統 討  及 ひ

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
[アは、内容饉別、集計項目、集lt対 象り、使用年度、出所、抽出方
法 等 .イ |ま _内容 _出 所 等 1

ワ 設雇万沃  及ひ

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

:概要驚ぇ方と方力 、加工・補正・補完等の方法 ]

工 涯計における便海万法

[概
=[(ど

のようなデータにどう使い何を算出するか,]

Hり 回 との 変 更 魚

遺族年金
(妻 )発生割

合

/ 7tと な 0統 討

年齢男1男子1号死亡脱退者数 (平成16～ 18年度)

夫死亡時年齢別 新規裁定iFi族基礎年金 (妻 )受給権者数
(平成16～ ¬8年度)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 改 疋 万 活

年齢別に3年度平均で捉えた新規裁定遺族基礎年金 (妻 )

受給権者数を年度平均男子1号死亡被保険者数で除したも
のを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

当年度の死亡脱退者数から当年度中のiil族基
礎年金 (妻 )受給権者数を推計

遺族年金
(子 )発生割

合

/7Eと な0統計
年齢別 男子 1号 死亡脱退者数 (平 成¬6～ 18年度 )

夫死亡時年齢別 新規裁定遺族基礎年金 (子 )受給権者数
(平成 16～ 18年度 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
年齢別に3年度平均で捉えた新規裁定選族基礎年金 (子 )

受給権者数(妻なし、第1子 )を年度平均男子1号死亡被保
険者数で除したものを平滑

`じ

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

当年度の死亡脱退者数から当年度中の選族基
礎年金 (子 )受給権者数を推計

寡婦年金発
生割合

/7Cとなる続計
年齢別 男子 1号被保険者数(1号納付期Fo5と 免除期間の
合計が25年以上の者)数 (平成15～ ヨ8年度末)

年齢別 男子 1号待期者数(1号納付期間と免除期間の合
計が25年以上の者)数 (平成15～ 18年度末)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
生命表(20回 )

ワ  改 正 力 活

年齢別に3年度平均で捉えた新規裁定寡婦年金受給権者
数を男子1号死亡被保険者・待期者数で除したものを平滑
イヒ

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

前年度末の被保険看数から当年度中の寡婦年
金受給権者数を推計

死亡一時金
発生割合

み 7Cこ な0軌計
性・年齢別11号被保険者数(1号 納付期間と免除期間の合
計が3年以上の者)(平成15～ 18年度末)

性・年齢別 1号待期者数(1号納付期間と免除期間の合計
が3年以上の者)(平成15～ 18年度末)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
生命表(20回 )

ウ 設定方法
性・年齢別に3年度平均で捉えた死亡一時金受給権者数を
¬号死亡被保険者・待期者数で除したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

前年度末の被保険者数から当年度中の死亡一
時金受給権者数を推計

年金失権率

ア 元となる統計           ~~~~
年金種別・性。年齢別 年金受給権者数(平成15～ 18年度
末)

年金種別・性。年齢別 新規裁定年金受給権者数(平成16
～18年度)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
生命表(20回 )

ウ 設定方法
被保険者種lll,年 金種別・性・年齢別に3年度平均で捉えた
年度中失権者数を年度平均受給権者数で除したものを平
滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法
将来推計人口における将来の死亡率改善と同程度の改善
を年度ごとに性・年齢別に行う

前年度末の受給権者数から当年度中の失権者
数を推計
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基礎率の種鐸
/711と な 0統 訂  及 ひ

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
[アは、内容ほ別、路計項目、集計対象η、使用年度、出所、抽出方
:=笙 イ !士 歯 大 山 薪 雲 1

フ 敲疋万活  及ひ

布,年度等により用いる率を変えている場合、その方法

[機要 (考 え方と方:去 )、 加工・補正・補完等の方法]

工 IE計における使用万法

‖既要(ど のようなデータにどう使い何を算出するか,]

刀 月1口とυ〕尖 員 黒

被保険者で
あつた者と遺
族年金(妻 )

受給権者の
年齢相関

/7Lこ な 0税 群

被保険者であった者の死亡時年齢別・受給者年齢別 遺族
年金(妻)新規裁定受給権者数 (平成16～ ¬8年度)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
3年度平均の被保険者であつた者の死亡時年齢と遺族年
金新規裁定者の年齢から設定したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

夕

`Eし
た 散 沐 陳 百 の 牛 獅 刀 ら`還 朕 牛 笠 妻ヽ

'CIJ新規裁定者の年齢を推計

被保険者で
あつた者と遺
族年金 (子 )

受給権者の
年齢相関

/7Eと な る統 百■

被保険者であった者の死亡時年齢別・受給者年齢別 遺族
年金 (子)新規裁定受給権者数 (平成16～ 18年度)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
3年度平均の被保険者であつた者の死亡時年齢と選族年
金新規載定者の年齢から設定したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

死亡した被保険者の年齢から選族年金 (子 )の

新規裁定者の年齢を推計

被保険者で
あつた者と寡
婦年金受給
権者の年齢

相関

ア 元となる統計
被保険者であった者の死亡時年齢珈l寡帰年金新規裁定
受給権者の平均年齢 (平成16～ 18年度)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 板 疋 万 活

3年度平均の被保険者であつた者の死亡時年齢と寡婦年
金新規裁定者の平均年齢から設定したものを手滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

死亡した被保餃者の年齢から寡婦年金の新規
裁定者の年齢を推計

年齢別 年金
受給者1人 当
たり加給年金
額対象者割

合
遺族年金

(妻 )

第 1・ 2子

ア 元となる統計
年齢別 遺族年金 (妻 )受給権者数 (平成16～ 18年度
末)

遺族年金 (妻 )年齢別 第1子、第2子数 (平成16～ 18年
度末)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
選族年金 (妻 )の年齢卿1に 3年度平均の加給対象者数を受
給権者数で除したものを平滑化

年度等により用いる率を変えている場合、その方法

は族年金(妻 )の加給年金額対象者数を推計

年齢別 年金
受給者1人 当
たり加給年金
額対象者割

合
遺族年金

(妻 )

第3子以降

ア 元となる統計
年齢別 遺族年金(妻)受給権者数 (平成16～ 18年度
末)

遺族年金 (妻 )年齢別 第3子 以降の数 (平成16～ 18年
度末)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
iil族 年金 (妻 )の年齢別に3年度平均の加給対象者数を受
給権者数で除したものを平滑化

年度等により用いる率を変えている場合、その方法

醸族年金 (要 )の藤給年金魏対象看数を推計
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基礎率の種鐸
/7Cと な 0続 討  及 ひ

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
[ア は、内容綴月1、 集8+項 目、案計対象等)、 使用年度、出所、抽出方
法 等 、イは _内容 出 所 等 1

'ノ 証疋方法  及ひ
オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

[概要嗜え方と方法:、 加工・ネ議正・補完等の方法]

工 推計における使用方法

〔概3暑 、どのようなデータにどう使い何を算出するか)]

日J日こυ′災 民 R

年齢別 年金
受給者1人 当
たり加給年金
額対象者割

合
遺族年金

(子 )

第2子

/ 九 と辱 0訂t西†

年齢別 遺族年金 (子 )受給権者数 (平成16～ ¬8年度
末)

遺族年金(子 )第 電子年齢別 第2子数 (平成16～ 18年 度
末)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 誠 X万 法

遺族年金 (子 )第 1子 (妻なし)の年齢別に3年度平均の加給
対象者数を受給権者数で除したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

置族年金(子 )の加給年金額対象者数を推計

年鈴別 年金
受給者1人 当
たり加給年金
額対象者割

合
遺族年金

(子 )

第3子以降

/ 冗と74‐ 0統百1
年齢別 選族年金 (子 )受給権者数 (平 成¬6～ 18年度
末 )

邁族年金 (子 )第 1子年齢

"1第
3子 以降の数 (平成 16～

18年度末 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 設定万法
選族年金 (子 )第 1子 (妻なし)の年齢別に3年度平均の加経
対象者数を受給権者数で除したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

選族年金(子 )の加給年金額対象者数を推計

年金種別・

性・年齢別
年金受給者¬
人当たり加給
年金額対象
者割合

障害年金
第1・ 2子

/7Eと な る 統 冨†

年金種別・性・年齢別 受給権者数 (平成16～ 18年度
末)

年金種別・性。年齢別 第¬子、第2子数 (平成16～ ¬8年
度末)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
年金種別・性・年齢別に3年度平均の加給年金対象者数を
受給権者数で除したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

諄苦年霊の加給年金額対象番数を推計

年金種別・

性。年齢別
年金受給者¬
人当たり加給
年金額対象
者割合

障害年金
第3子以降

/7Cと なる統計
年金種別・性・年齢別 受給権者数 (平 成 16～ 18年度
末 )

年金種別・性。年齢別 第3子以降の数 (平成 16～ ¬8年
度末 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
年金種別・性・年齢卿1に 3年度平均の加給年金対象者数を
受給権者数で除したものを平滑化

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

暉習年金の加給年金額対象番数を推計

年金種別・性
男り障害年金
障害等級割

合

ア 九となる統計
年金種別・性・等級別 受給権者数 (平 成 16～ ¬8年度
末)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 誠 疋 万 云

3年度平均の等級別割合から設定

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

暉署年金の障害等級別新規裁定者数を推計
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基礎率の種類
/冗 とな 0統 計  及 ひ

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
[アは、内容犠別.集 計項目、集計対象り、使用年度、出所、抽出方
法事 _イ は 内 容 出 所 害 1

ワ 韻 疋 万 活  及 ひ

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

〔概要嗜え方と方法)、 加工・補正・補完等の方法]

工 推計における使用方法

〔概要(どのようなデータにどう使い何を算出するか)]

力 雨 回 との 変 更 点

性・年齢別
老齢年金発
生割合(繰上
請求率)

/7tと な 0統 討

性・年齢別 新規裁定老齢基礎年金受給権者数 (平 成¬8
年度)

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ
性・年齢別 10月 1日 現在推計人口 (平 成13～ 18年 )

ワ 飯 正 方 法

新規裁定者の年齢構成により設定

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法
平成元～18年度実績の傾向を下に、平成37年度まで繰上
請求率が低下し、それ以降は一定とした。

老齢基礎年金受給待期者のうち繰上げ請求す
る者の数を推計 推計人口を用いて新規裁定者数を補正

年齢・免除区
分別 国民年
保険料の納

付率

/ 7Cと な0醜耐
年齢別 1号被保険者数 (平 成 19年度 )

年齢・免除区分別 免除者数 (平成 19年度 )

年齢・免除区分別 納付者数 (平 成¬9年度 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ワ 改 正 方 法

平成19年度実績を基に、年齢計でみた場合の納付率が8
0%と なるように、年齢別に設定

オ 年度等により用いる率を変えている場合、その方法

国民年金第1号被保険者の保険料納付者数を
推計

年齢・免除区
分別 国民年
金保険料の

免除率

/ πとなる統こ■
年齢別 1号被保険者数 (平 成 19年度 )

年齢・免除区分別 免除者数 (平 成19年度 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
平成 19年度実績を基に設定

年度等により用いる率を変えている場合、その方法

国民年金第1号被保険者の保険料免除者数を
推計

性・年齢別
付加年金紬

付率

/7Cとな0統討
■・年齢別 1号被保険者数 (平 成 18年度末 )

庄・年齢跡1付加年金納付者数 (平 成18年度 )

イ 基礎率設定の際に使用した他のデータ

ウ 設定方法
性・年齢別に平成 18年度の付加年金納付者数を年度末¬
号被保険者数で除したものを平滑化

年度等により用いる率を変えている場合、その方法

国民年金第¬号被保険者の付加年金納付者数
を推計
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②主な基礎率〈グラフ〉
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国民年金死亡脱退力(1号男子 )

国民年金死亡脱退力 (1号女子 )
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国民年金死亡脱退力 (3号 )
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国民年金一般障害年金発生力(男子)

国民年金一般障害年金発生力 (女子 )
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国民年金20歳前障害年金発生力(男子)

国民年金20歳前障害年金発生力 (女子 )
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国民年金老齢年金失権率 (男子)

国民年金老齢年金失権率 (女子 )

歳105
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国民年金一般障害年金失権率 (男子)

20   25   30   35   40  45   50   55   60   65   70   75   80   85   90   95   100  1o5

国民年金一般障害年金失権率 (女子)

20   25   30   35   40  45   50   55   60   65   70   75   80   85   90   95   100  105

-24-



国民年金20歳前障害年金失権率 (男 子 )

35   40  45   50   55   60   65   70 75   80   85   90   95   100  105

国民年金20歳前障害年金失権率 (女子 )

50   55   60   65   70   75   80   85   90   95   100  105
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国民年金遺族年金失権率(妻 )
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国民年金遺族年金発生割合 (妻 )

国民年金遺族年金発生割合 (子 )
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